
 

令和８年６月２２日   

茨城県潮来保健所   

 

令和７年度医師派遣要望の結果について 

 

 令和８年３月２７日開催の令和７年度第４回茨城県地域医療対策協議会において令和７年度 

医師派遣要望の結果が報告されました。 

 令和７年度の鹿行保健医療圏からの要望に対する医師の派遣はありませんでした。 

また、要請外の医師派遣についても、派遣はありませんでした。 

 

 

記 

１ 要望及び結果 

医療機関 診療科 要望数 結果 

白十字総合病院 内科 １人 

０人 

神栖済生会病院 

腎臓内科 １人 

呼吸器内科 １人 

鹿嶋ハートクリック 

循環器内科 １人 

心臓血管外科 １人 

計 ５人 ０人 

 

２ 医師派遣要請以外の医師配置 

 ・配置なし。 
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新たな地域医療構想の策定について

令 和 ８ 年 ６ 月 ２２ 日
令和８年度第１回鹿行保健医療圏

地域医療構想調整会議

保健医療部医療局医療政策課
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新たな地域医療構想について

地域医療構想策定ガイドライン骨子

• 国のガイドラインは現時点で策定され
ていないが、ガイドラインの骨子が示
されている

• 地域医療構想が目指す方向性に加え、
主な項目として、構想区域の見直し、
医療機関機能（急性期拠点機能、高齢
者救急・地域急性期機能、在宅医療等
連携機能、専門等機能）の新設、病床
機能報告・必要病床数の見直しが掲げ
られている

• そのほか、入院医療、外来・在宅医療、
介護との連携、人材確保についても掲
げられている

2



新たな地域医療構想について

地域医療構想策定ガイドライン骨子

• 新たな地域医療構想の策定は、遅くと
も2028年度（令和10年度）末までに
行う必要がある

• 国の検討会においては、以下のような
スケジュールが示されているところ

①現状・課題の把握
②区域の設定
③設定した区域の課題の把握
④取組の決定と推進

取組の推進（一定の成果を確保）

2026年
｜

2028年

2035年
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検討項目 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2035年度

構想区域の点検・
見直し

必要病床数の推計

医療機関機能に関
する協議

外来医療・在宅
医療・介護との
連携・医療従事者
の確保

精神医療

医療機関機能報告（2026.10～）

新たな地域医療構想について

新たな地域医療構想の策定スケジュール（案）【中長期的・検討項目別】

新
た
な
地
域
医
療
構
想
・
策
定

構想区域の現況・
課題等の整理

将来人口推計、医療提供状況
等に基づき必要性を協議

必要病床数の算出

国が提供する推計ツールに基づ
き算出、地域の必要病床数に関
して協議

病床確保に向けた
具体の取組等に関する

協議 等

外来医療・在宅医療・医
師確保計画の中間見直し

外来・在宅医療に係る
医療需要の推計

外来・在宅医療に
係る取組の検討

(入院医療体制を踏まえ検討)

(国WGにおける議論)
精神医療に係る

医療提供体制の協議

医療機関機能の確保に向けた協議(国検討会
における
議論)

新
た
な
地
域
医
療
構
想
策
定
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

求められる機能・体制や協議に必要なデータ等の
提示、「急性期拠点機能」の確保に向けた協議の
実施 等

新
た
な
地
域
医
療
構
想
・
と
り
ま
と
め

（
構
想
区
域
の
現
況
・
課
題
・
方
向
性
等
）

継続
協議

第９次
医療計画の
策定作業

第９次
医療計画

2030年度
～

2035年度

新たな
地域医療
構想の
内容を
踏まえ
検討

医
療
機
関
の
連
携
・
再
編
・
集
約
化
等
に
係
る
一
定
の
成
果
の
確
保

後
期
計
画

※ガイドラインの内容・議論進捗等により適宜見直し

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
・
関
係
団
体
意
見
照
会

等
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新たな地域医療構想について

新たな地域医療構想の策定スケジュール（案）（2026年度中）

令和8年（2026年） 令和9年（2027年）

３月 ４月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

医療審議会

県
【事務局】

地域医療構想
調整会議

第１回
7/30

第２回
12月上旬

第３回
3月下旬

第１回
調整会議

6月中下旬

第２回
調整会議

第３回
調整会議

第２回

• 「新たな地域医療構想」策定の考え方
• 構想区域の点検に係る協議 等

• 構想区域の点検に係る
データ整理

（将来人口推計、構想区域
の医療提供状況 等）

新たな構想策定の考え方・
スケジュール 等

※ガイドラインの内容・国の推計ツールの提供時期、各構想区域における議論進捗等により、適宜見直し

• 構想区域の点検に係る協議の状況 等

【随時】庁内関係課による横断的な議論（在宅医療、介護との連携、医療従事者の確保等の協議に向けた対応方針の検討等）
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新たな地域医療構想について

「新たな地域医療構想」策定の主なポイント

項 目 主な内容

1 構想区域の点検 • 人口20万人未満の区域等において、持続可能な医療提供体制の確保に向けて、周囲の区域の
人口や医療資源等も踏まえながら、必要に応じ、区域の広域化に向けた点検・見直しが必要

2 「医療機関機能報告」に
基づく協議

• 新たに4つの医療機関機能区分に関する報告制度が開始（2026年10月～）
• 特に、「急性期拠点機能」について、20～30万人に1医療機関を目安に、各構想区域におけ

る協議を行う必要（2026年度以降順次開始し、遅くとも2028年までに決定）

3 病床機能報告の見直し
（「包括期」の設定）

• 病床機能報告の機能区分のうち、「回復期機能」を「包括期機能」として再定義
（高齢者救急の受入れ、早期のリハビリテーションの提供等が主な役割）

4 医療需要に基づく必要病
床数の推計

• 将来の人口推計を用いた医療需要を推計するとともに、今後の効率化等の取組を踏まえた医療
需要を推計のうえ、必要病床数を算出する（前回同様、国が推計ツールを作成・提供）

• 新たな構想で追加される外来医療、在宅医療の将来推計も実施（国がデータ提供予定）

5 新たな地域医療構想の策
定スケジュール

• 新たな地域医療構想の策定は、遅くとも2028年度までに実施
• 2026年度から2027年度上半期を目途に、構想区域の現状把握、必要病床数の設定、医療機関

機能の確保等に向け取り組むべき課題を設定し、必要に応じて区域の見直しを行う

6 地域医療構想調整会議に
おける協議の進め方

• 既存の協議の場を活用するなど、効率的かつ効果的に協議を進めることができるよう、議題等
に応じ柔軟に会議運営を実施

7 その他 • 新たな地域医療構想に「精神医療」を位置付け（2026年4月より、国がWGを設置して議論）

※これまでの検討会資料等を基に整理
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地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 『新たな地域医療構想に関するとりまとめ 』（令和８年３月19日）抜粋

•構想区域については、必要病床数の設定の観点や急性期拠点機能の確保等の提供体制を協議するための適切な範囲かといった観点を踏まえ、将来

にわたって地域での医療提供に関する協議を行う場として設定するために、区域の設定や隣接する他都道府県の区域との連携体制の必要性につい

て協議を行う。 

•構想区域の見直しに当たって、当該区域の人口規模等が大きく、交通等の整備状況によっては、区域内で病床数等の医療資源の偏在等の課題が生

じる。また、人口規模等が小さすぎると、多くの医療が区域内で完結しなくなる。こうした点に留意しながら、都道府県ごとに地域の実態を踏ま

えながら検討することが必要となる。 

•構想区域は、現有する医療資源の状況や患者のアクセス等を踏まえながら設定することが必要である。このため、構想区域の見直しに当たっては、

現在の人口や人口推計、医療機関数、機能区分別の病床数、必要病床数、建物・医療機器等の整備状況、医療従事者の医療資源や他の都道府県も

含めた隣接する区域の医療資源、患者の流出入等について把握する必要がある。 

•人口が少なく、住民の相当程度が流出していること等により、単独の構想区域として将来の提供体制を検討することが困難であることが見込まれ

る場合は、構想区域の統合や再編を検討する。 

•また、人口の少ない二つの地域で、都道府県域を越えた隣接する区域間で実質的に流出入がある場合等について、都道府県同士で区域を一体とす

ることが困難であっても、急性期拠点機能を担う医療機関を両区域で一つ整備する方向性を共有し、アクセスの支援や病院の運営等の連携を検討

することも必要であり、具体的な運用をガイドラインにおいて示す必要がある。

• 新たな地域医療構想に関するとりまとめでは、人口規模、患者の流出入、患者のアクセス、等を踏まえて、単独の構想区域と
して将来の提供体制を検討することが困難な構想区域については統合や再編を行うこととしている。

• 特に構想区域の単位については、『必要病床数の設定の観点や急性期拠点機能の確保等の提供体制を協議するための適切な範
囲』とされており、急性期拠点機能が人口20～30万人に1つ程度を確保することも踏まえて検討が必要。

構想区域の点検の考え方

構想区域の点検における考え方
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構想区域の点検における考え方

構想区域の点検のためのデータ

• 人口20万人未満の区域等において、持続可能な医療提供体制の確保に向けて、周囲の区域の人口や医療資源等も踏まえて点検、
見直しを行う必要

• 区域の点検・見直しにあたっては、国が示す「点検のためのデータ」などを基に、持続可能な医療提供体制の確保が可能かを
検討（例：人口推計、医療機関数、医師数、医療の提供状況 など）
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構想区域の点検における指標

構想区域の点検における指標（区域の概要：人口規模・患者流出入・医師数・病院数）

• 茨城県内の構想区域の将来推計人口等を確認をすると日立、古河・坂東の2区域を除き2040年時点においても区域ごとの人口
が20万人を超えており、引き続き各構想区域において一定の人口規模が見込まれる。そのため、『必要病床数の設定の観点や
急性期拠点機能の確保等の提供体制を協議するための適切な範囲』という観点や構想区域は二次医療圏と一致させて運用をし
てきたことから、現行の構想区域を引き続き継続することとしたい。

• なお、一部の構想区域においては、流入割合、流出割合が20％を超える区域も確認されたが、より広域的な視点に立って検討
すべき医療政策については、第8次茨城県保健医療計画で定めた医療提供圏域の単位で協議するものとする。

構想区域の点検（区域の概要：人口規模・患者流出入）

医療提供圏域 構想区域
人口（万人） 2023年度流出入割合 医師数

（2024年度）
総病院数

（2026年度）2026年 2040年 増減率 流入 流出

県央・県北
医療提供圏域

常陸太田・ひたちなか 33.2 29.3 ▲11.6% 19% 50% 243.7 19
日立 22.1 17.5 ▲21.1% 17% 15% 324.2 20
水戸 44.1 40.1 ▲  9.0% 40% 21% 976.0 38

県南東
医療提供圏域

鹿行 25.4 22.8 ▲10.1% 10% 53% 206.3 12
土浦 24.7 21.7 ▲12.3% 48% 36% 463.6 16
取手・竜ヶ崎 45.2 40.4 ▲10.6% 32% 32% 672.5 23

県南西
医療提供圏域

筑西・下妻 24.0 20.0 ▲16.5% 18% 41% 151.3 14
古河・坂東 21.7 18.8 ▲13.6% 33% 31% 280.0 11
つくば 37.4 36.6 ▲  2.2% 50% 36% 1,226.8 16
県全体 278.0 247.3 ▲11.0% ー ー 4,544.4 169

出所：茨城県「茨城県の人口と世帯（推計）-令和8年（2026年）5月1日現在-」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別推計人口（R5年推計）
厚生労働省「患者調査（令和5年10月）」、「2024年度病床機能報告」、茨城県「医療機関一覧」（R8年6月時点）
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構想区域の点検における他区域との連携

隣接する他県の区域との連携について

10

地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 『新たな地域医療構想に関するとりまとめ 』（令和８年３月19日）抜粋

•特に、人口の少ない地域であって、都道府県境に位置する区域については、隣接する都道府県の区域に患者が多く流出又は流入している場合があ

る。こうした場合、都道府県間で、地域医療構想調整会議における医療機関機能等に関する議論を両区域で一体的に進め、両都道府県で連携して

取組を推進するなど、実質的な取組が進むよう、都道府県間で連携を行うことも考えられる。

茨城県議会「第２回県民の命を守る医療に関する調査特別委員会（令和８年６月12日開催）」審議結果

＜村田委員、小泉委員、秋山委員から類似の質疑あり＞

委 員：県境地域においては、他県の医療圏と重なる部分があることから、県をまたいだ連携が重要である。他県との協定締結や、定期的なコ

ミュニケーションを図る機会が必要と考えるがいかがか。

執行部：これまでも、近県とのドクターヘリの広域連携に当たっては定期的な意見交換を行ってきた。国においても、今後、新たな地域医療構想

の策定に当たり、県境を越えた流出・流入についても議論することをポイントとしていることから、研究してまいりたい。

• 県境の構想区域においては特に、隣接する他県の区域からの患者の流出又は流入が一定程度あるものと考えられる。新たな地
域医療構想では、他県と連携して取組を推進していくことについて検討が必要となることから、今後の議論の参考とするため、
他県区域との患者の流出入や医療機関同士の連携に係る現状や実態、今後の連携のあり方等について、ご意見を伺いたい。

• また、他県の区域だけでなく、県内の他区域間との患者流出入を踏まえた連携のあり方等についても、ご意見を伺いたい。



令和８年度医師派遣調整の進め方
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前回までの論点① _令和８年度医師派遣調整について

○引き続き、地域医療構想調整会議との連携を図りつつ、医師派遣調整をより実効性の高いものと
するため、令和８年度は昨年度の課題を踏まえることはもとより、令和８年度から策定作業が始
まる「新たな地域医療構想」の議論にも資するよう、進め方を一部見直すこととし、具体的な方
針については令和８年度第１回の地対協で協議することとしてはどうか。

・地域医療構想調整会議において医療機関の役割分担・機能連携等の議論をより深めた
うえで「地域として必要な医師」を要望していただく必要がある。

・要望の人数上限ルールのなかで、より多くの医療機関の要望を提出するため１名ずつ
の要望となる傾向が生じ、その結果、派遣元大学が希望する「指導医と専攻医」のよ
うな複数人の派遣要望が出しにくくなっており、地域における医療機関の役割分担の
明確化（集約化）を踏まえ 、限りある医療資源の有効活用を図るため、重点配置すべ
き診療科・医療機関を地域で絞り込むことを促進する必要がある。

現行の進め方の主な課題

新たな地域医療構想について

・「新たな地域医療構想」においては、医療機関機能に着目して役割分担を明確化する
「医療機関機能報告」が開始されるなど、今後は、地域において連携・再編・集約化
に向けた議論がこれまで以上に求められることとなる。
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令和８年度医師派遣調整の方針

○ 限りある医療資源の適正配置のためには、地域医療構想との整合性を図り、
医療機関の役割分担の明確化（集約化）と将来の方向性等を見据えた、「地
域における議論」を促進していく必要がある。

１ 各地域において、政策医療提供体制の充実を図る観点から、重点的に議論

する診療科を絞り込んだ上で、診療科ごとに地域の現状や対応方針を整理

⇒（一次回答）

２ 一次回答に対する、地対協委員や各部会からの意見等も踏まえた上で、地

域において重点配置すべき診療科が整理されたことを前提に、要望人数の

上限は機械的に設定せず、診療科・医療機関・医師数を要望

⇒（二次回答）

派遣スキーム

2



○ 一次回答で派遣要望できる「診療科」の件数については、下記のとおり上限を設定。
○ 二次回答では、重点配置すべき診療科・医療機関を地域で絞り込むことを促進する観点

から、原則診療科の重複は認めないこととし、また診療科の人数上限についても設定し
ない。

＜医師派遣調整の対象とする政策医療分野について＞

・第８次保健医療計画を踏まえ、昨年度と同様。
５疾病 ：がん、脳卒中、心血管疾患（※対象外：糖尿病、精神疾患）
６事業 ：救急医療、周産期医療、小児医療（※対象外：災害医療、へき地医療、感染症）

在宅医療：対象外

◆派遣要望のルール

令和４年度 医師派遣要請（案）令和８年度の医師派遣の枠組み

区分 Ｒ７ Ｒ８

診療科の上限 なし
医師少数区域：３診療科

その他 ：２診療科

診療科の重複
原則認めないが、やむを得ない

理由がある場合は可
同 左

人数の上限
医師少数区域：５人

その他：４人
ー

医療圏間の
要望枠の融通

可 同 左

＜令和７年度との比較＞

１診療科あたり、
平均1.5人の要
望があると仮定
した場合に、
R5の協議にお
いて整理した、
県全体で原則
40人程度とな
るよう設定
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令和４年度 医師派遣要請（案）令和８年度のスケジュール
■派遣調整の流れ

地域からの
一次回答

○令和８年度に重点的に配置する診療科（少数区域３診療科、その他２診療科まで）

① 地域の政策医療体制の現状
② 政策医療体制提供体制に必要な診療科の地域におけるこれまでの取組と課題
③ 地域としての対応方針(医療機関の役割分担・連携・機能分化の方向性など)
④ 関連データ（医療提供状況等に関するデータ、医師の配置状況）

地域からの
二次回答

○ 地域としての医師派遣要望
①一次回答における地対協（部会）委員からの意見に対する回答
②具体的な派遣要望（派遣人数、医療機関の根拠（原則、診療科重複不可）等）
③派遣により見込まれる効果
④派遣元大学等の条件との整合性（整合しない場合にはその理由や対応など）

地対協委員、部会への意見聴取
・地域の現状認識が妥当か
・対応方針の方向性が適切か
・派遣要望を検討する前提としての整理が十分か

地対協にて、地域からのプレゼンを実施

派遣元大学等の医師配置の考え方・条件等を地域へ事前共有【５月中】

地対協において、大学へ派遣要請すべきかについて、地域としての対応方針等を踏
まえ、地域で決定した診療科・医療機関・医師数についての適否の判断

・役割分担・機能連携等の議論を経て、地域として
必要性が十分に検討された要望か

・要望する診療科・医療機関・医師数は適切か

【７月上旬頃】

【７月中】

【８月下旬】

【10月頃】

【11月頃】

4

※地域で重点的に配置する診療科において、要望時には予測できなかった、退職や派遣引き上げなどの
やむを得ない要因が生じた場合には、追加要請も可。
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令和８年度医師派遣要望に向けた診療科選定（案）について 

 

１．目的 

 今年度からの医師派遣要望のスキーム変更に伴い、まず鹿行医療圏における必要な診療科を

選定（一次回答、３診療科まで）。診療科選定後、診療科ごとに要望する派遣先医療機関・人

数を決定する（二次回答、人数上限なし）。 

 今回、一次回答に向けた診療科の選定にあたり、鹿行地域における診療科ごとの現状等を把

握するため、派遣要望対象医療機関への調査や地域の実態把握を行った。 

 

２．選定の考え方 

本調査結果および地域の医療提供体制を踏まえ、以下の観点から重点配置すべき診療科を整

理した。 

⚫ 医療機関からの要望状況 

⚫ 診療科ごとの医師数 

⚫ 医療提供体制への影響（救急） 

⚫ 他医療圏への患者流出状況 

 

 

 ◆医師派遣要望状況 

  今回要望のあった６診療科については、地域の実態（データ等）に基づき診療科を選定す

ることとする。今回要望のあった診療科の政策医療分野はどれも「救急」分野に該当。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小山記念病院 神栖済生会病院 白十字総合病院 鹿嶋ハートクリック 

要望診療科名 

（政策医療分野） 

腎臓内科（救急） 麻酔科（救急） 

消化器内科（救急） 

整形外科（救急） 

整形外科（救急） 

総合診療科（救急） 

循環器内科 

（救急、心疾患） 

（派遣要望調査対象病院） 

 ・小山記念病院   ・高須病院 

 ・白十字総合病院  ・鉾田病院 

 ・神栖済生会病院  ・鹿嶋ハートクリック 

 

 

 

 

資料４ 
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３．優先診療科（案） 

医療機関からの要望及び医療圏の状況を踏まえ事務局としては、以下３案を候補として検討

することとしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．診療科を選定した根拠 

 

  要望のあった診療科をもとに、鹿行地域の医師数や救急、患者動向等のデータをもとに診

療科選定の根拠とした。 

 

◆診療科ごとの人口 10万人対医師数(R6.12.31時点) 

 

  県計 

 医 療 圏 

水戸 日立 常・ひ 鹿行 土浦 つくば 取・竜 筑・下 古・坂 

総数 198.1 264.1 159.0 107.2 95.9 206.9 410.1 166.6 121.4 146.9 

内科 33.3 40.6 29.5 31.7 25.9 31.2 44.5 20.7 50.5 23.7 

腎臓内科 5.2 6.3 3.5 1.5 1.9 5.6 9.7 6.2 4.1 5.0 

循環器内科 8.8 10.1 10.1 4.1 7.3 9.2 17.3 8.8 2.9 5.5 

消化器内科(胃腸内科) 9.2 10.8 9.3 3.8 3.9 9.6 20.0 9.5 4.5 6.4 

整形外科 13.5 17.1 13.7 5.6 4.6 14.0 27.5 11.7 11.5 10.0 

麻酔科 6.0 9.9 3.1 0.9 3.9 4.0 17.3 3.3 2.5 3.7 

 いずれの診療科においても県全体の人口 10 万人対医師数を下回っており、特に腎臓内科、消化器

内科、整形外科においては他医療圏と比べても最低水準である。 

 

 

 

 

 

 

【A 案】 

①総合診療科 

②整形外科 

③消化器内科 

 

 

【B 案】 

①総合診療科 

②整形外科 

③麻酔科 

 

 

【C 案】 

①総合診療科 

②整形外科 

③腎臓内科 or 循環器内科 

 

 

（出典：厚生労働省 令和６年度医師・歯科医師・薬剤師統計 及び 茨城県の人口と世帯（推計）月報） 
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◆鹿行医療圏の救急の現状（R6.1.1～R6.12.31救急搬送データ） 

医療圏人口 搬送件数 圏外搬送割合 搬送時間 

258,521人 

（R7.1.1 時点） 
12,900件  

35.3% 
（件数:4,548件） 

（県内ワースト３位） 

56.2分 

（県内ワースト１位） 

 

◆５疾病６事業の医療提供状況－患者数将来推計(救急)－二次救急への対応体制 

 

 

 

 

 

 

 

鹿行医療圏においては、搬送時間が長く、救急分野に係る医療資源が乏しい中、将来的

(2050年)にも救急需要は増加が見込まれる。このため、救急受入体制の強化や搬送時間の短

縮を図る観点から、救急医療に関連する診療科を重点的に選定する必要がある。 

 

 ◆鹿行医療圏医療機関別救急搬送受入件数（出典：鹿行地区 MC協議会資料） 

  
救急搬送受入件数 

R6.1.1～R6.12.31 R7.1.1～R7.12.31 増減（R7-R6） 

小山記念病院 3,400 3,478 78 

高須病院 804 666 -138 

白十字総合病院 1,605 1,252 -353 

鉾田病院 96 93 -3 

神栖済生会病院 2,107 2,131 24 
鹿行地区 MC 管内 

その他医療機関 
340 321 -19 

鹿行地区 MC 管外・県外等 

その他医療機関 
4,548 4,225 -323 

合計 12,900 12,166 -734 

 医療機関ごとの搬送件数（R6 年、R7 年）については、R7 年は前年と比べ合計の搬送件数は減って

いるが、小山記念病院や神栖済生会病院での受入件数が増えている中、白十字総合病院は前年比 353

件減となっており、大幅な減が見られた。 

 また、白十字総合病院では救急対応を行っていた総合診療科常勤医１名が減ったことにより、受

入件数を増やすには現状の体制では厳しいことから、早急に総合診療科の医師確保が必要となる。 

 

 ⇒このことから、白十字総合病院の救急受入体制を強化するため、まず、重点配置すべき診

療科として「総合診療科」を選定したい。 
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（出典：地域医療提供体制データ分析チーム構築支援事業医療・介護レセプト等の分析結果） 
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◆令和４年度二次医療圏別・診療区分ごとの年齢調整標準化レセプト出現比（ＳＣＲ） 

      （出典：内閣府 医療提供状況の地域差 令和４年度ＳＣＲデータ） 

診療科区分 代表名称 入外区分 水戸 日立 常・ひ 鹿行 土浦 つくば 取・竜 筑・下 古・坂 

総合診療科 

初診料等 入院 111 89 51 54 93 131 80 64 86 

初診料等 外来 101 80 79 74 96 104 91 76 80 

初診料等 入＋外 101 80 79 73 96 104 90 76 80 

救急搬送診療料等 入院 344 474 33 7 80 175 44 9 117 

救急搬送診療料等 外来 198 90 147 78 50 157 68 66 122 

救急搬送診療料等 入＋外 246 213 110 55 60 163 60 48 120 

腎臓内科 

人工腎臓等 入院 107 66 28 44 85 99 144 63 80 

人工腎臓等 外来 117 124 91 98 144 107 105 94 111 

吸着式血液浄化法等 入院 150 264 13 18 75 153 92 
  

循環器内科 

心大血管疾患リハビリテーション料 入院 119 95 58 42 105 183 80 49 74 

心大血管疾患リハビリテーション料 外来 118 62 18 90 209 280 62 1 18 

心大血管疾患リハビリテーション料 入＋外 119 93 56 44 110 188 79 47 71 

心カテ等 入院 114 65 14 65 107 148 66 3 90 

経皮的冠動脈ステント留置術 入院 146 76 12 103 104 155 92 9 102 

消化器内科 

ＥＦ－胃・十二指腸等 入院 90 85 65 61 87 140 74 37 53 

ＥＦ－胃・十二指腸等 外来 100 82 55 62 101 136 80 79 92 

ＥＦ－胃・十二指腸等 入＋外 99 82 56 62 100 136 79 76 89 

内視鏡的胆道ステント留置術等 入院 133 130 63 34 197 145 103 31 71 

内視鏡的消化管止血術等 入院 84 74 44 40 130 121 96 33 62 

内視鏡的消化管止血術等 外来 125 98 16 54 72 108 79 393 32 

内視鏡的消化管止血術等 入＋外 88 77 42 41 124 120 95 66 59 

整形外科 

関節腔内注射等 入院 74 42 72 37 75 57 35 44 10 

関節腔内注射等 外来 64 51 74 56 78 100 59 82 72 

関節腔内注射等 入＋外 64 51 74 56 78 99 59 82 71 

骨折観血的手術等 入院 115 102 57 46 109 117 95 70 88 

骨折非観血的整復術 入院 105 117 15 13 77 76 57 66 70 

骨折非観血的整復術 外来 82 79 88 33 108 57 73 125 108 

骨折非観血的整復術 入＋外 83 80 85 33 106 58 73 122 107 

麻酔科 

閉鎖循環式全身麻酔等 入院 146 77 36 34 98 182 73 32 64 

麻酔管理料１等 入院 185 12 19 47 127 186 105 26 34 

硬膜外麻酔 入院 81 100 8 67 142 246 59 4 4 

 

 

 

 ＳＣＲデータから、鹿行地域はどの診療科区分においてもほとんどが全国平均以下の数値と

なっている。特に総合診療科、消化器内科、整形外科に関連する項目において、他医療圏と比

較しても最低水準であることが確認できる。 

  

 各地域（都道府県、二次保健医療圏）で発生したレセプト数を、全国の性・年齢人口構成比で補
正し標準化したもの。100 を全国平均とし、それ以下は医療提供度合が少ないことを意味する。 
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◆患者流出状況 （出典：厚生労働省 令和６年度 DPCの評価・検証等に係る調査「退院患者調査」） 

医療機関別患者数 

（医療機関受診ベース） 

MDC 疾患別 

MDC05 

循環器系疾患 

MDC06 

消化器系疾患 

MDC07 

筋骨格系疾患 

MDC11 

腎・尿路系疾患及び

男性生殖器系 

MDC16 

外傷・熱傷・中毒 

件数 カバー率 件数 カバー率 件数 カバー率 件数 カバー率 件数 カバー率 

小山記念病院(a) 743 27.7% 1,293 21.6% 65 5.4% 540 25.5% 349 19.6% 

神栖済生会病院(b) 216 8.0% 970 16.2% 77 6.4% 134 6.3% 217 12.2% 

白十字総合病院(c) 109 4.1% 647 10.8% 26 2.2% 107 5.0% 151 8.5% 

鹿嶋ハートクリニック(d) 209 7.8% - 0.0% - 0.0% - 0.0% - 0.0% 

        小計（B） 1,277 47.6% 2,910 48.6% 168 14.0% 781 36.8% 717 40.3% 

鹿行医療圏患者数 

（患者住所ベース）（A) 
2,685 5,987 1,197 2,121 1,777 

(B)-(A) -1,408 -3,077 -1,029 -1,340 -1,060 

 

 ＤＰＣデータに基づく鹿行医療圏の患者数のカバー率を検証すると、小山記念病院が中心に

患者を受け入れているが、当地域のＤＰＣ評価対象の病院全体でみると循環器内科（循環器系

疾患）、消化器内科（消化器系疾患）、整形外科（筋骨格系疾患、外傷・熱傷・中毒）、腎臓

内科（腎・尿路系疾患及び男性生殖器系）のどの分野においてもカバー率が低く、他医療圏へ

の患者流出が見受けられる。 

 また、整形外科分野（特に筋骨格系疾患）においては、当該地域でのカバー率は著しく低いこ

とが見受けられる。 

 

 ⇒これらの結果から、医師数が著しく少なく、医療提供体制の不足や患者流出が認められる

ことに加え、医師派遣要望調査における要望状況も踏まえ、整形外科を選定したい。 
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◆鹿行医療圏内医療機関別手術件数(R7年度分) 

  
手術件数（件） 

麻酔科医師数（名） 
麻酔科医１人あたりの

全身麻酔件数（件） 総手術件数※1 うち全身麻酔手術 

小山記念病院 2,786 ※3 1,651 6.6 250.1 

神栖済生会病院 2,985   592 1.２ 493.3 

白十字総合病院 1,040   192 1.0 192.0 

鉾田病院 94   － 0.0 － 

高須病院 78   － 0.0 － 

鹿嶋ハートクリニック※2 952   67 1.2 55.8 

 

 

 

 手術件数においては、神栖済生会病院が、全身麻酔件数に対しての麻酔科医の負担が大き

く、現状のままでは手術件数が限られてしまい、手術件数増が見込まれる可能性が低いことか

ら、救急受入件数や体制維持に影響を及ぼすことが考えられる。 

  

 

 

  
◎以上の鹿行地域の現状データ等を踏まえ、まず「総合診療科」及び「整形外科」の２診療

科を要望診療科として選定し、他４診療科（消化器内科、麻酔科、腎臓内科、循環器内

科）から残り１診療科を選定することとしたい。 

※1 総手術件数は外来手術も含めた総手術件数 

※2 鹿嶋ハートクリニックは R7 年（1～12 月）データ 

※3 小山記念病院の総手術件数は、手術室での総手術件数（内視鏡処置及び心臓カテーテル等は除く） 

 



病床数適正化緊急支援事業について
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R7国補正「病床数適正化緊急支援事業」について

令 和 8 年 6 月
医 療 政 策 課

• 令和７年度国補正予算（令和７年12月16日成立）にて措置された「医療・介護等支援パッケージ」の一つ

• 改正医療法（R7.12月成立）第７条の２及び第７条の３に対応する事業

• 国が「病床数適正化緊急支援基金」を創設（国予算額：3,490億円）

効率的な医療提供体制を確保するため、医療需要の変化を踏まえて病床数の適正化を進める医療機関に対し、
診療体制の変更等による職員の雇用等の様々な課題に際して生じる負担について支援を行う

趣旨・目的

第7条の2第1項：都道府県は～医療機関が経営の安定を図るために緊急に病床数を削減することを支援する事業を行うことができる

第7条の3：国は～予算の範囲内において、前条第１項に規定する事業に要する費用を負担するものとする

R9.3.31までの
時限的な支援措置

都道府県の予算措置は不要

給付金

2



R7国補正「病床数適正化緊急支援事業」について

事業概要

① R7.12.16～R9.3.31までに病床削減を行う医療機関

② R6国補正「病床数適正化支援事業」において事業計画書を提出済み かつ
R6.12.17～R7.9.30までに病床削減を実施済みの医療機関

③ 「地域医療構想の取組の推進に向けた調査」（R7.8~9月に実施）において、
病床を削減予定と報告を行い、かつ現に病床を削減した医療機関

対象医療機関

稼働病床：4,104千円／床 、休床：2,052千円／床
※基金事業「病床機能再編支援事業」の給付を受けていた場合は差額のみ支給
※R6国補正「病床数適正化支援事業」の支援対象となった病床は支給対象外

支給単価

産科・小児の病床、同一開設者による病床融通、感染症に係る医療措置協定に係る病床 等算定除外

① 入院医療の受入を行っていない場合 や 入院医療の受入を停止する場合
② R9.3.31時点で廃院する予定の場合
③ R9.3.31時点で事業譲渡等を行う予定の場合
※①②の場合であっても、地域医療構想調整会議で協議を行った上で、

地域の医療提供体制に支障がないと認める場合は支給対象とすることも可

支給対象外

次に該当する場合は協議が必要
• 支給対象外の事由①②に該当する場合
• 現に患者が入院している病床を削減する場合
• 100床以上削減する場合
• その他（都道府県が必要と認める場合）

地域医療構想
調整会議

• 休床を残したまま稼働病床の削減は認めないこと
• 返還要件あり（令和19年３月31日までに増床した場合、廃院・事業譲渡する場合 等）
• 本事業により病床数を削減した場合、二次医療圏における基準病床数等を削減すること

留意事項

※下線部はR6国補正「病床数適正化支援事業」との相違点

いずれかを満
たすこと

※主な内容を抜粋したものであり、実施要綱に照らして個別具体的に判断すること
3



R7国補正「病床数適正化緊急支援事業」について

スケジュール（想定）

内容時期

関係者への事前説明（県医師会、保健所）
意向調査

４～５月

地域医療構想調整会議
交付申請（１回目）

６月

病床削減を実施７～3月

交付申請（２回目【P】）９月頃【P】

交付申請（３回目【P】）12月頃【P】

※申請は6月末を〆切（医療機関→県）とし、その後複数回の申請期間を設ける予定とのこと
時期等詳細は現段階で不明であり、上記スケジュールは今後変更が生じる可能性あり

今後の対応

• 本事業を活用する意向のある医療機関を把握するため、本県独自の活用意向調査を速やかに実施する（５月）。

• 本県においては、地域における病床削減の影響を慎重に見極めるため、実施要綱に定める基準よりも厳格に運用す
ることとし、医療機関においては、削減する病床数や削減後の方向性（医療機能や役割等）を整理した上で、病床
削減を行う前に地域医療構想調整会議へ報告を行う（６月）。

• その後、病床削減（７～３月）と交付申請（6月末ほか）を並行的に進めていく。

医療機関 → 県 → 国 → 基金管理団体 →（支給）→ 医療機関

活用意向調査

地域医療構想調整会議

交付申請

支給

フロー図

病
床
削
減

医療機関の動き

4



R7国補正「病床数適正化緊急支援事業」について

基準病床数の削減

【経緯】

• 医療法に関する三党合意書（R7.6.6 自民・公明・維新）
「２年後の新たな地域医療構想に向けて、不可逆的な措置を講じ～次の地域医療構想までに削減を図る」

• 改正医療法（R7.12月成立）第７条の２第２項

本事業により病床を削減した場合は、不可逆的な措置として、二次医療圏における基準病床数の削減を行う必要

（R6国補正「病床数適正化支援事業」により病床を削減した場合についても、同様の対応が求められている）

【基準病床数の引下げ時期】

• 本事業の終了後（R9.3.31）～R9上半期まで

【基準病床数の引下げの基本的な考え方】

• 病床削減率（減少病床数／既存病床数）を用いる

（令和8年4月8日医政発0408第14号・障発0408第6号 厚生労働省医政局長・厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）

第８次茨城県保健医療計画の
中間見直し後、要反映

都道府県は、医療機関が前項に規定する事業に基づき病床数を削減した時は、厚生労働省で定める場合を除き～基準病床数を削減するものとする。

特例病床等

次
頁
参
照
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R7国補正「病床数適正化緊急支援事業」について

基準病床数の削減

【基本的な考え方】

基準病床数の引下げ数＝基準病床数×（病床削減数／既存病床数）

【例外】

①基準病床数の引下げ数が病床削減数を下回る場合（引下げ数＜病床削減数）
⇒病床削減数と同数分、基準病床数を引き下げる

②引下げにより基準病床数がマイナスや０に近くなる場合
⇒基準病床数が既存病床数を超えない範囲で、都道府県が柔軟に運用

（例示）

基準病床数の
引下げ数

削減率病床削減数既存病床数基準病床数区分

16床
（80床×20％）

20％
（10床／50床）

10床50床80床原則

8床
（80床×10％）

10％
（10床／100床）

10床100床80床
例外①

（病床過剰地域）

50床
（100床×50％）

50%
（150床／300床）

150床300床100床例外②

病床過剰地域（基準病床数≦既存病床数）が該当
⇒本県は全ての二次医療圏でこちらに該当

基準病床数≦既存病床数（病床過剰地域）とする
ことで、今後の病床整備を規制

比較 6



R7国補正「病床数適正化緊急支援事業」について

参考

削減数合計
【A＋B】

R7国補正による
削減(予定)数【B】

R6国補正による
削減数【A】

既存病床数基準病床数二次医療圏

14062784,7564,005水戸

8130512,4521,823日立

270272,1051,898常陸太田・ひたちなか

－－－1,5981,219鹿行

3838－1,9991,796土浦

3318153,3683,113つくば

13983563,7193,604取手・竜ケ崎

7448261,9741,358筑西・下妻

1818－1,5181,328古河・坂東

55029725323,48920,144合計

削減数合計
【A＋B】

R7国補正による
削減(予定)数【B】

R6国補正による
削減数【A】

既存病床数基準病床数区分

524474507,2265,551茨城県全域

１．一般・療養病床

２．精神病床

基準病床数・既存病床数：第８次茨城県保健医療計画より
R6国補正による削減数：「病床数適正化支援事業」により削減した病床のうち、支給対象となった病床数を指す

R6国補正及びR7国補正による本県の削減数

7



（令和８年５月実施）
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う
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1 鹿島病院 病院 鹿行 有 75.0% 有 4 83 - - - 159 33 242 33 83 - - - 128 2 211 2 - - - - 31 31 31 31 - - - - - - R9.3.31

合

計
- 4 83 - - - 159 33 242 33 83 - - - 128 2 211 2 - - - - 31 31 31 31 - - - - - -

【病床数適正化緊急支援事業】活用意向調査（総括票）

No 医療機関の名称

病

院

・

診

療

所

の

別

二

次

医

療

圏

入

院

医

療

の

継

続

の

有

無

病

床

稼

働

率

削減（予定）病床数［病床機能］

※一般・療養病床の場合のみ記載

慢

性

期

休

床

中

合

計

一

般

病

床

療

養

病

床

感染症協定締

結の確保病床

数

許可病床数（削減前） 許可病床数（削減後） 削減（予定）病床数

精

神

病

床

合

計

一

般

病

床

療

養

病

床

精

神

病

床

確保病

床の有

無

確保病

床数

一

般

病

床

療

養

病

床

合

計

精

神

病

床

合

計

高

度

急

性

期

急

性

期

削

減

の

時

期

回

復

期
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１．削減の概要

（１）病床種別ごとの状況

うち休床 うち休床 総数 うち休床 うち休床 うち休床 うち休床 総数 うち休床 うち休床 うち休床 うち休床 総数 うち休床 うち休床

83 - - - 159 33 242 33 83 - - - 128 2 211 2 - - - - 31 31 31 31

（２）病棟の構成及び病床機能ごとの状況

許可病床数（削減前） ※３ 許可病床数（削減後） ※３ 削減予定病床数 ※３

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休床中 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休床中 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休床中

13 6 - - - 6 - 6 - - - 6 - - - - - - -

93.1 39 - - - 39 - 39 - - 39 - - - - - - -

96 38 - - 38 - - 38 - - 38 - - - - - - - -

0 33 - - - - - 2 - - - - - 31 - - - - -

89.7 60 - - - - - 60 - - - - - - - - - - -

92.3 66 - - - - - 66 - - - - - - - - - - -

242 - - 38 45 - 211 - - 38 45 - 31 - - - - -

※１：病棟ごとに行を分けて記入し、行が足りない場合は適宜行を追加すること。診療所の場合は病棟名の代わりに診療所名を入力し一行とすること

※２：「病棟単位」で病床稼働率を記載すること。算出にあたっては直近１年間（令和７年４月～令和８年３月）の「（在院患者数＋退院患者数）／（病棟又は診療所全体の病床数×12か月の日数）」とすること

※３：病床数は「病床単位」で記入すること

※４：精神病床のみを削減する場合は、I列・O列・U列を直接入力し、病床機能（高度急性期～休床中）は「－」を記入してください

（３）削減する時期（令和9年3月31日まで）

２．削減後の医療提供体制（今後担う医療機能や役割等）

※今後の地域の医療提供体制を検討する上で重要な要素となるため、具体的かつ詳細に記入すること

一般病床 療養病床 精神病床 合計 一般病床

理事長 神尾 政彦

医療機関名

代表者氏名

療養病床 精神病床 合計

合計

令和9年3月31日

地域医療構想の策定や取組の推進に向けての病床削減とともに、病棟の老朽化や病院の財政悪化を鑑み、今回申請をする事となりました。閉鎖病床減床に伴い、長期入院患者の退院を促進し、急性期患者の受入れを積極的に行える体制

を構築していく予定です。

精神病床８病棟（精神一般）

病床数適正化緊急支援事業の活用による病床削減について（個票）

病棟名
※１

病床種別

一般病床

精神病床

1病棟（感染・結核）

7病棟（精神療養）

精神病床 合計 一般病床療養病床

稼働率
※２

許可病床数（削減前） 許可病床数（削減後） 削減予定病床数

公益財団法人 鹿島病院

2病棟（障害者）

3病棟（回復期）

5病棟（精神一般）

一般病床

一般病床

精神病床

9



かかりつけ医機能報告制度における

協議の場について

令和８年６月
潮来保健所

1

令和８年度第１回地域医療構想調整会議資料

資料６



令和５年９月29日 第102回社会保障審議会医療部会資料

2
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4



5
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• 協議の場の開催に係る事務負担及び財政負担の軽減を図るため、既存の二次医療圏単位の会議体を活用し、圏域
内のすべての市町村の参画を求めることで、各地域の意見等を網羅。

• 新たな地域医療構想において、在宅医療や介護連携が追加されることを踏まえ、協議の場は「地域医療構想調整
会議」とする。

• 具体的な運用としては、調整会議の下に「在宅医療・介護連携ワーキンググループ」を設置する。
（現行の「茨城県在宅医療連携体制検討会議」の役割を当該WGが引き継ぎ、同会議を廃止することで、二次医療
圏単位の会議数に増減なし。）

＜協議の場のイメージ＞

地域医療構想調整会議（本会） 茨城県在宅医療連携体制検討会議

【新設】在宅医療・介護連携ワーキンググループ

メンバーの指定 協議事項の報告
役割を引継ぎ、廃止

在宅医療・介護連携の推進に
係る協議会（市町村主体）連携

・WGの協議結果・データを元に、
各市町村で取組を推進
・市町村の取組（好事例等）をWGで共有

本県における「協議の場」の設置

7
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以降
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参考）ワーキンググループの構成員について（検討中案）

区分 定数 保健所ごとの数 計（延べ数）

管内郡市医師会 各１ ２～５ 26

保険者 １ １ ９

介護事業者 １ １ ９

住民代表 １ １ ９

管内市町村 各１ ３～９ 44

保健所 各１ １～２ 10

在宅医療を提供する
医療機関※１ 管内市町村１ずつ ３～９ 44

計 12～26※２ 151

9

※１ 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」を想定

※２ 各保健所３名まで（区分問わず）適宜追加可とする方針
（追加する構成員は上記以外の区分も可（例：福祉関係団体等））



まとめ
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以下の事項を協議するため、各地域医療構想調整会議に「在宅医療・介護
連携ワーキンググループ」を設置し、毎年12月までに会議を開催して協議を
行う。

●協議事項（想定）

地域のかかりつけ医機能の確保及び在宅医療提供体制の充実に係る次の各号に掲げ
る事項について協議する。

（１）現状の把握

（２）課題の整理、原因の分析

（３）前号の課題に対する具体的方策と役割分担の検討

（４）その他必要な事項

「茨城県在宅医療連携体制検討会議」
の役割を引継ぎ、同会議を廃止

＜参考＞地域医療構想調整会議設置要綱（抜粋）

（ワーキンググループの設置）
第８条 調整会議に，専門の事項を調整審議させるため，会長が必要と認めるときは，ワーキンググループを
置くことができる。

２ ワーキンググループに属すべき委員は，会長が指名するものとする。
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